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1. 日本郵政グループについて
❶ 日本郵政グループの構成

日本郵政グループは、全国の郵便局ネットワークを通じて、郵便・貯金・保険の三事業を中心としたさまざ
まな商品・サービスを提供し、お客さまの生活全般に深くかかわり、お客さまと地域・社会のお役に立ち続ける
企業グループ、「トータル生活サポート企業」を目指しています。

子会社（265）※Toll社の連結子会社を含む

○ 日本郵便輸送（株）
○ 日本郵便デリバリー（株）
○ （株）ＪＰロジサービス
○ ＪＰビズメール（株）
○ ＪＰサンキュウグローバルロジスティクス（株）
○ （株）ＪＰメディアダイレクト
○ Toll Holdings Limited
○ 日本郵便メンテナンス（株）

○ （株）郵便局物販サービス
○ ＪＰビルマネジメント（株）
○ ＪＰコミュニケーションズ（株）
○ 日本郵便オフィスサポート（株）
○ （株）ＪＰ三越マーチャンダイジング
○ （株）ゆうゆうギフト
○ ＪＰ東京特選会（株）
○ ＪＰ損保サービス（株）

関連会社（21）※Toll社の関連会社を含む

△ セゾン投信（株）
△ （株）ジェイエイフーズおおいた
△ リンベル（株）

関連会社（3）
△ SDPセンター（株）
△ 日本ATMビジネスサービス（株）
△ JP投信（株）

子会社（１）
○ かんぽシステムソリューションズ（株）

○ 日本郵政スタッフ（株）

○ ゆうせいチャレンジド（株）

○ JPホテルサービス（株）

○ 日本郵政インフォメーションテクノロジー（株）

子会社（１）
○ JPツーウェイコンタクト（株）

（株）

（株）

（株）

（注） ○は連結子会社、△は持分法適用関連会社　（2017年3月31日　現在）
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北海道エリア

1,501

291
うち、簡易郵便局

郵便局数

5営業所ゆうちょ

4支店かんぽ

東北エリア

2,597

667
うち、簡易郵便局

郵便局数

10営業所ゆうちょ

6支店かんぽ

信越エリア

1,331

354
うち、簡易郵便局

郵便局数

6営業所ゆうちょ

4支店かんぽ

関東エリア

2,590

195
うち、簡易郵便局

郵便局数

38営業所ゆうちょ

10支店かんぽ

東京エリア

1,502

6
うち、簡易郵便局

郵便局数

41営業所ゆうちょ

9支店かんぽ

南関東エリア

1,034

80
うち、簡易郵便局

郵便局数

32営業所ゆうちょ

5支店かんぽ

東海エリア

2,440

388
うち、簡易郵便局

郵便局数

23営業所ゆうちょ

9支店かんぽ

四国エリア

1,184

252
うち、簡易郵便局

郵便局数

6営業所ゆうちょ

4支店かんぽ

九州エリア

3,462

954
うち、簡易郵便局

郵便局数

13営業所ゆうちょ

10支店かんぽ

中国エリア

2,263

509
うち、簡易郵便局

郵便局数

11営業所ゆうちょ

6支店かんぽ

近畿エリア

3,458

355
うち、簡易郵便局

郵便局数

44営業所ゆうちょ

10支店かんぽ

北陸エリア

860

188
うち、簡易郵便局

郵便局数

4営業所ゆうちょ

4支店かんぽ

沖縄エリア

199

24
うち、簡易郵便局

郵便局数

1営業所ゆうちょ

1支店かんぽ

郵便局は、1,741すべての市町村※に計24,421カ
所あり、日本全国を網羅しています。これらの郵便
局は、日本郵政グループがお届けする郵便・貯金・
保険などいろいろなサービスの拠点となっており、
これまで長い間地域に密着した存在として、皆さま
に愛されてまいりました。

日本郵政グループは、今後とも郵便局を郵便・貯金・
保険のサービスがあまねく全国において一体的にご
利用いただける拠点としながら、郵便局を活用した
便利な新サービスを地域の皆さまにお届けしてまい
ります。
※：東京都の特別区（23）を含みます。（2014年4月5日現在）

■全国の郵便局数（2017年3月末現在）

直営郵便局（分室を含む） 20,158局

簡易郵便局 4,263局

合計 24,421局
※一時閉鎖中の直営郵便局67局、簡易郵便局285局が含まれています。

■�ゆうちょ銀行営業所�
234営業所
■�かんぽ生命保険支店�

82支店

❷ 全国に広がる郵便局ネットワーク
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当連結会計年度末における総資産は、前連結会計
年度末に比べ1兆2,154億円増加し、293兆1,625億
円となりました。このうち、有価証券が202兆3,205
億円、貸出金は12兆1,250億円となりました。

当連結会計年度末における負債合計は、前連結会
計年度末に比べ1兆4,369億円増加し、278兆2,079
億円となりました。このうち、貯金は178兆43億円、
保険契約準備金は72兆5,251億円となりました。

純資産は、前連結会計年度末に比べ2,215億円減
少し、14兆9,545億円となりました。純資産の部中、
その他有価証券評価差額金は3兆1,051億円となりま
した。

また、当連結会計年度末における連結自己資本比
率（国内基準）は、23.80%となりました。

日本郵政グループ連結の平成29年3月期は、経常利益7,952億円、親会社株主に帰属する当期純利益△289億
円、総資産293兆1,625億円、純資産14兆9,545億円となりました。

2. 日本郵政グループ　財務の概要
日本郵政グループ 連結決算の概要（平成28年4月1日〜平成29年3月31日）1

平成29年3月期の連結業績（平成28年4月1日～平成29年3月31日）
■連結経営成績

注1：日本郵政（株）は平成27年8月1日付で普通株式1株につき30株の割合で株式分割を行っております。前連結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、「1
株当たり当期純利益」を算定しております。

注2：「潜在株式調整後1株当たり当期純利益」については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

経常収益
平成29年
3月期 13,326,534

百万円
平成28年
3月期 14,257,541

百万円

総資産
平成29年
3月期 293,162,545

百万円
平成28年
3月期 291,947,080

百万円

経常利益
平成29年
3月期 795,237

百万円
平成28年
3月期 966,240

百万円

負債
平成29年
3月期 278,207,964

百万円
平成28年
3月期 276,770,992

百万円

親会社株主に帰属する当期純利益
平成29年
3月期 △ 28,976

百万円
平成28年
3月期 425,972

百万円

純資産
平成29年
3月期 14,954,581

百万円
平成28年
3月期 15,176,088

百万円

〈参考〉持分法投資損益 ： 平成29年3月期 1,670百万円　平成28年3月期 1,070百万円

平成29年3月期　△�7円04銭
平成28年3月期　　97円26銭

1株当たり
当期純利益（注1）

平成29年3月期　ー�円�ー�銭
平成28年3月期　ー�円�ー�銭

潜在株式調整後
1株当たり当期純利益（注2）

■連結財政状態

注1：「自己資本比率」は、（期末純資産の部合計―期末非支配株主持分）を期末資
産の部合計で除して算出しております。

注2：「連結自己資本比率（国内基準）」は、「銀行法第52条の25の規定に基づき、
銀行持株会社が銀行持株会社及びその子会社の保有する資産等に照らし
それらの自己資本の充実の状況が適当であるかどうかを判断するための
基準」（平成18年金融庁告示第20号）に基づき算出しております。

〈参考〉
自己資本 : 平成29年3月期 13,451,766百万円
 平成28年3月期 13,697,749百万円

平成29年3月期　4.6%
平成28年3月期　4.7%

自己資本
比率（注1）

平成29年3月期△0.2%
平成28年3月期　2.9%

自己資本
当期純利益率

平成29年3月期　0.3%
平成28年3月期　0.3%

総資産
経常利益率

平成29年3月期　6.0%
平成28年3月期　6.8%

経常収益
経常利益率

平成29年3月期　23.80%
平成28年3月期　27.47%

連結自己
資本比率

（国内基準）（注2）
平成29年3月期　3,268円19銭
平成28年3月期　3,327円37銭

1株当たり
純資産
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〈参考〉前期（平成28年3月期）
経常収益 3兆6,484億円 1兆9,689億円 9兆6,057億円

経常利益 423億円 4,819億円 4,115億円

当期純利益 472億円 3,250億円 848億円

〈参考〉前期（平成28年3月期）
総資産 5兆6,513億円 207兆560億円 81兆5,451億円

負債 4兆4,064億円 195兆5,478億円 79兆6,622億円

純資産 1兆2,449億円 11兆5,081億円 1兆8,829億円

①経営成績（平成29年3月期）

②財政状態（平成29年3月期）

注： 億円未満の計数は切り捨てております。 
日本郵便（株）（連結）、（株）かんぽ生命保険（連結）の「当期純利益」は「親会社株主に帰属する当期純利益」の数値を記載しております。

注： 億円未満の計数は切り捨てております。 
日本郵便（株）の関連情報はP.28〜29、P.124〜125、P.167〜178、（株）ゆうちょ銀行の関連情報はP.38〜39、P.125、P.179〜189、（株）かんぽ生命保険の関連情報
はP.51〜52、P.125、P.190〜200をご覧ください。

日本郵便（株）（連結） （株）ゆうちょ銀行（単体） （株）かんぽ生命保険（連結）

経常収益 3兆7,658億円 1兆8,972億円 8兆6,594億円

経常利益 522億円 4,420億円 2,797億円

当期純利益 △ 3,852億円 3,122億円 885億円

日本郵便（株）（連結） （株）ゆうちょ銀行（単体） （株）かんぽ生命保険（連結）

総資産 5兆913億円 209兆5,688億円 80兆3,367億円

負債 4兆2,971億円 197兆7,887億円 78兆4,835億円

純資産 7,942億円 11兆7,800億円 1兆8,532億円

純粋持株会社としての機能のほか、病院事業、宿泊事業およびグループ共通事務の受託などにより、営業収
益3,038億円、経常利益2,288億円、当期純利益2,070億円となりました。

■経営成績

注1：日本郵政（株）は平成27年8月1日付で普通株式1株につき30株の割合で株式分割を行っております。前事業年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、「1株当
たり当期純利益」を算定しております。

注2：「潜在株式調整後1株当たり当期純利益」については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

営業収益
平成29年
3月期 303,808

百万円
平成28年
3月期 309,975

百万円

営業利益
平成29年
3月期 226,964

百万円
平成28年
3月期 231,417

百万円

経常利益
平成29年
3月期 228,831

百万円
平成28年
3月期 232,919

百万円

当期純利益
平成29年
3月期 207,015

百万円
平成28年
3月期 94,311

百万円

平成29年3月期　50円29銭
平成28年3月期　21円53銭

1株当たり
当期純利益（注1）

平成29年3月期　ー�円�ー�銭
平成28年3月期　ー�円�ー�銭

潜在株式調整後
1株当たり当期純利益（注2）

■財政状態

〈参考〉
自己資本 : 平成29年3月期 8,057,856百万円
 平成28年3月期 8,057,703百万円

平成29年3月期　8,261,109百万円
平成28年3月期　8,418,459百万円総資産

平成29年3月期　8,057,856百万円
平成28年3月期　8,057,703百万円純資産

平成29年3月期　97.5%
平成28年3月期　95.7%

自己資本
比率

平成29年3月期　2.6%
平成28年3月期　1.1%

自己資本
当期純利益率

平成29年3月期　2.7%
平成28年3月期　2.7%

総資産
経常利益率

平成29年3月期　74.7%
平成28年3月期　74.7%

営業収益
営業利益率

平成29年3月期　1,957円71銭
平成28年3月期　1,957円32銭

1株当たり
純資産

日本郵政（株） 決算の概要（平成28年4月1日～平成29年3月31日）

グループ各社 決算の概要（平成28年4月1日～平成29年3月31日）
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